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県民意見公募の状況について

沖縄県県民意見公募実施要綱に基づき、以下のとおり、意見を公募した。

１ 意見公募の対象

沖縄県環境影響評価条例の改正の骨子案

２ 意見の募集期間

平成 23 年８月１日～平成 23 年８月 31 日

３ 意見の数

意見書数：11 通（内訳：個人９通、自然保護団体１通、民間企業関係：１通）

意見数：68 件

４ 県民等から提出された意見の概要

表１のとおり
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表１ 県民等意見の概要及び県の見解

No 骨子案の項目 意見の概要 見 解

１ １ 対象事業の追加 ○対象事業の追加について 今回の沖縄県環境影響評価条例（以下「条例」

（同様の趣旨の意見を含め合計２件） という。）の改正では、環境影響評価法（以下「法」

①沖縄県環境影響評価条例（以下「条例」とい という。）の改正に合わせて、「風力発電所の設置

う。）においては、国の環境影響評価法（以下 及び変更の事業」を対象事業に追加することとし

「法」という。）の改正をそのまま当てはめる ています。

のではなく、沖縄県独自の環境を保全する観点 なお、条例の対象事業については、社会状況の

から、対象事業となるべきものの漏れがないよ 変化、環境動向等を踏まえ、今後も引き続き検討

うに対策を講じるべきである。 していきます。

②対象事業の見直しを行い、沖縄の環境保全に

資するように条例の改正を目指すべきである。

２ ○風力発電所の追加について 近年、地球温暖化対策の一環として風力発電施

原発にかわるエネルギーを模索することは、 設が増加しています。当該施設は自然環境や景観

今や世界中の人間の共通の課題であり、それに の優れた地域に設置される傾向にあり、他府県に

はまず十分な時間をかけた調査、研究が必要で おいては環境影響が生じている状況もあることか

ある。その答えとして風力発電をあげるのはあ ら、法の改正と合わせ、対象事業として追加する

まりにも安易すぎる。 こととしています。

３ ○風力発電所の規模等の検討について 風力発電所の対象規模については、今後定めら

風力発電所に関わる対象規模やその他重要事 れる法の対象規模や各自治体の状況等を考慮した

項に関して、どのような手続きを経て決定され 上で条例施行規則の改正の際に検討します。

るのか、パブリックコメントはどのように位置 なお、御意見を踏まえ、条例施行規則の改正に

づけられるのか明示していただきたい。 係るパブリックコメントの実施について検討しま

す。

４ ○風力発電所の規模要件は厳しくすべきではな

い。 同上

再生可能エネルギーの導入の促進や地球温暖

化対策の推進が期待されている中で、事業者と

して環境影響評価の手続期間が長くなることは

事業者負担や事業の不確実性がさらに増すこと

につながる。

以上のことから、風力発電所について、規模

要件の規制が厳しくならないように、配慮して

いただきたい。

５ ○周囲に影響がない場所に設置して欲しい。 事業を行う場所については、今回の条例改正で

周囲に騒音被害を与えることがないように住 導入する予定の配慮書手続において、住民等の意

宅地から遠く離れた場所に設置して欲しい。低 見も聴いて検討されることになります。

周波振動で身体への悪影響が出て、目眩、動機、 また、その後の環境影響評価手続において、事

耳鳴りなどが起こるので、環境への配慮に十分 業者は適切に調査、予測及び評価を行い、住民等

注意して欲しい。人間に影響を及ぼすことなの との情報交流を通して、よりよい事業計画を作成

で、動植物や生態系への影響も大きいと予想さ することになります。

れますので時間をかけ、十分な調査を望みます。

６ ○風力発電所に係る騒音等の事例を例示すべ 現在のところ、沖縄県における騒音等の事例は

き。 把握しておりませんが、「風力発電施設に係る環境

「１．対象事業の追加の理由」として、騒音、 影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書（環

バードストライク等を挙げているが、沖縄県内 境省）」において、風力発電施設に係る騒音、低周

における事例の有無、あればその事例について 波音に関する苦情等の発生状況や、動植物への影

御教示いただきたい。 響等（バードストライク等）が示されています。

本県においても風力発電施設の規模や設置数が増
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加する傾向にあり、条例の対象事業とするもので

す。

７ ○ヘリパッドを対象事業に追加すべき。 条例の対象事業については、社会状況の変化、

ヘリパッドを環境影響評価の対象としないの 環境動向等を踏まえ、今後も引き続き検討してい

は合理的ではないので、航空機等の離発着を想 きます。

定する施設は全て法ないし条例の環境影響評価

の対象とするように改めること。

８ ２ 計画段階配慮書 ○ゼロオプションを明示すべき。 配慮書手続における複数案の考え方等について

手続の創設（全般） （同様の趣旨の意見を含め合計２件） は、今後、環境省が定める基本的事項等を踏まえ、

①その地域の環境特性に照らして、事業を行う 沖縄県環境影響評価技術指針（以下「技術指針」

べきであるか否かがまず問われるべきである。 という。）で定めることとしていますが、その際、

すなわち計画段階における「ゼロオプション」 ゼロオプションの考え方についても検討します。

を明記すべきである。

②計画段階における「ゼロオプション」を明記

していただきたい。

９ ○歴史的・文化的項目を評価項目の対象とすべ 配慮書手続に係る環境保全のために配慮すべき

き。 事項（以下、「計画段階配慮事項」という。）等に

地域の自然環境は、その歴史や文化が拠って ついては、今後、環境省が定める基本的事項等を

立つ基盤であり、環境の改変は、地域の歴史・ 踏まえ、技術指針で定めることとしています。

文化に直接かつ将来にわたる多大な影響を与え なお、現行の技術指針において「人と自然との

ることから、地域の持つ歴史的・文化的項目を 豊かな触れあいの確保を旨として調査、予測及び

条例における評価項目の対象とすることが是非 評価されるべき環境要素」として「歴史的・文化

とも必要である。 的環境」を定めています。

10 ○社会環境や経済環境への影響も評価対象とす 今回の法改正に係る中央環境審議会答申「今後

べき。 の環境影響評価制度の在り方について」において

自然環境はもちろん社会環境や経済環境への 「我が国で SEA を導入するに当たっては、環境面

影響も含めて評価すべきである。 の影響のみの評価を行うこととすることが適当で

ある。」とあることから、条例の配慮書手続におい

ても、環境面の影響に関し、評価することとして

います。

なお、社会環境や経済環境への影響については、

事業計画の決定にあたり、計画策定者によって検

討されるものと考えています。

11 ○第三者機関を設置すべき。 配慮書段階においては事業の熟度が低く、文献

第三者の立場から客観的に意見を述べる機関 調査を基本とする予定であり、簡易な調査、予測

として専門家・有識者による委員会等を設置す がなされると想定されることから、配慮書手続に

べきである。 おいては、必要に応じ、専門家等から意見を聴取

することを検討しています。

12 ○公聴会を義務化すべき。 配慮書手続においては、住民等と事業者との相

配慮書手続に以下を追加する。 互コミュニケーションが図られるような説明会の

１、公聴会を義務化する。 在り方を技術指針で検討します。

・公聴会の委員は、専門家の公募と一般からの なお、その他の御意見に関しては、今後の参考

公募による。 とさせていただきます。

・県議会、関係市長村議会で説明会を実施する。

・手続を、一般公聴会→パブリックコメント→

公聴会（県及び関係市町村）を義務化する。

・公聴会は、すべてインターネット放送で実施

する。

13 ○米軍基地の運用責任を明確にすべき。 配慮書手続は、事業の位置、規模等を設定する

２、米軍基地に関する「配慮書」は、運用責任 段階で行うものであることから、供用後の運用等
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を明確にし、運用内容の提示義務化をする。 については、従来の環境影響評価において明らか

にされるものと考えております。

14 ○配慮書は上位法の解釈に従うべき。 沖縄県環境影響評価条例は、その上位法である

３、配慮書はすべて上位法の解釈に従う。 環境影響評価法に沿って策定されているものであ

ることから、配慮書の考え方も同法と同様になり

ます。

15 ○配慮書の役割を明確にすべき。 配慮書手続を実施することで、方法書以降の手

「事業段階」に近い段階で、「配慮書」が作 続きが免除されるような特例は検討していません。

成・提出され、そのまま「方法書」段階へのア なお、当該手続きを経て事業の位置等が設定さ

セス手続に移行していくという事例がこれまで れた後に、従来のアセス手続が実施されることに

にある。また「特例環境配慮書」が提出された なります。

場合、配慮書自体が本来のアセス手続の「方法

書」、「準備書」、「評価書」の代用として使用さ

れる可能性も否定できない。このような懸念を

骨子において明示し、「配慮書」の役割と手続

と、従来のアセス手続の役割と手続きを相互関

係性を保ちながら明確に分けることを明文化し

ていただきたい。

16 ２ 計画段階配慮書 ○電子縦覧を義務化すべき。 配慮書や説明会の公表の方法については、条例

手続の創設（全般） （同様の趣旨の意見を含め合計３件） 施行規則を改正して定めることとしています。

①配慮書も制度の趣旨からいえば、電子縦覧を なお、配慮書の電子縦覧についても、御意見を

義務化するべきである。 踏まえて導入を検討します。

(5) ②「当該配慮書及びその要約書」に続く箇所を、

「インターネットの利用その他の方法により公

表しなければならないこととする。」と改めて

いただきたい。

(9) ③「・・・選定した理由を記載した書面を作成

し、」に続く箇所を、「インターネットの利用そ

の他の方法により公表しなければならないこと

とする。」と改めていただきたい。

17 ２ 計画段階配慮書 ○複数案に市民案とノーアクション案を含める ①環境影響評価制度は、事業者におけるセルフコ

手続の創設 べき。（同様の趣旨の意見を含め合計３件） ントロールの考え方を基礎としていることから、

(1) ①(1)の後に、次の「新設(2)」を追加し、それ 知事等が事業計画を提案することは、同制度の趣

以降の項を順に繰り下げる。 旨にそぐわないものと考えます。

新設(2)「条例の対象としている個別事業が公 なお、配慮書手続において、計画策定者は、事

共事業或いは公金の支出を伴う場合には、知事 業計画の複数案を設定し、配慮書に対する関係行

又は、公金を支出する県内の地方公共団体の長 政機関や住民等からの環境保全の見地からの意見

は、提案された個別事業の目的を同様に達成す を踏まえ、選定することとしています。

る別の政策や事業について、住民意見を求め、

集約したうえで、住民投票を経て、市民案を決

定し、計画策定者に提案しなければならないこ

ととする。」を追加していただきたい。

(2) ②「条例の対象としている個別事業が公共事業 ②及び③

或いは公金の支出を伴う場合には、個別事業の No.８の見解と同じ。

計画・実施段階前における事業の位置、規模又

は施設の配置、構造等の決定に当たっては、ノ

ーアクション案と市民案も含めた３つ以上の複

数案における計画段階配慮事項について検討し

なければならないこととする。」と追加してい

ただきたい。
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(9) ③条例の対象としている個別事業が公共事業或

いは公金の支出を伴う場合には、複数案の中に

は、ノーアクション案と市民案も含めることと

していただきたい。

18 ２ 計画段階配慮書 ○複数案の設定は柔軟な制度とすべき。 複数案の設定等、配慮書手続に係る「計画段階

手続の創設 (2) 発電所建設のための意志決定プロセスには、 配慮事項」等については、今後、環境省が定める

地点、燃料種、出力、発電方式等の重要な検討 基本的事項等を踏まえ、技術指針で定めることと

要素がありますが、エネルギーセキュリティ及 しています。

び立地制約等からその選択肢が限定されるた なお、御意見の趣旨のような状況も想定し、骨

め、全ての条件を満たす複数のプロジェクト案 子案においては、「１又は２以上の複数案」として

は現実的には存在しない。 いるところです。

以上のことから、事業の位置、規模又は施設

の配置、構造等の１又は２以上の複数案の設定

項目について、それぞれの事業の種類、特性に

応じた柔軟な制度が定められるように、配慮し

ていただきたい。

19 ２ 計画段階配慮書 ○技術指針の改定の際は県民等の意見を聴取す 技術指針の改定に係る手続きについての御意見

手続の創設 (4) べき。 ですが、骨子案では、計画段階配慮事項や手法等

「・・・環境大臣が定める基本的事項に沿っ を「技術指針で定める」ことについて規定してい

て、」の後で、「関係行政機関及び県民等からの るものです。

意見を求めた上で、」と追加していただきたい。 なお、技術指針の改定に当たっては、沖縄県環

境影響評価審査会の意見を聴くことになります。

20 ２ 計画段階配慮書 ○公表方法は柔軟な制度とすべき。 配慮書の作成に係る事項については、今後、環

手続の創設 (5) 民間事業では、エネルギーセキュリティー及 境省が定める基本的事項等を踏まえ、技術指針で

び立地制約等から建設計画公表前の事業の構想 定めることとしています。

段階（意志決定プロセスの途中）における公表

は実質的に不可能である。

以上のことから、配慮書の公表の時期につい

て、それぞれの事業の種類、特性に応じた柔軟

な制度が定められるように、配慮していただき

たい。

21 ２ 計画段階配慮書 ○法に定めのない手続きは義務化すべきではな ①事業の早期段階から環境配慮を検討し、住民説

手続の創設 い。（同様の趣旨の意見を含め合計３件） 明会等を通して環境保全の見地からの意見を踏ま

(6) ①法にない新たな手続きが増えることによっ えることで、事業者としても環境影響評価の充実

て、環境影響評価の手続期間が長くなることは や効率化につながるものと考えています。

事業者負担や事業の不確実性がさらに増すこと なお、配慮書手続に要する期間は、３ヶ月程度

につながります。 を想定しています。

以上のことから、関係地域の住民等に対する

配慮書段階の説明会について、法に定められて

いない新たな手続きを義務付けることを避けて

いただきたい。

(8) ②法で努力規定となっている関係行政機関及び ②配慮書段階においては、既存資料等の収集・整

県民等は、計画策定者に対して、直接、意見を 理による調査を想定していることから、計画策定

述べることを義務化しようとしています。 者においては、関係行政機関及び県民等からの意

以上のことから、配慮書への意見について、 見により、地域の環境情報等を入手することが重

義務化することを避けていただきたい。 要と考えています。

(9) ③改正条例の骨子案において、配慮書段階で２ ③手続きの透明性を確保することによって地域住

度目の公表という法で定められていない手続き 民等の理解を得るために、配慮書手続において、

を義務化しようとしています。また、配慮書段 関係行政機関及び住民等からの意見をどのように

階で２度目の公表を義務付けられた場合、民間 勘案し、その結果として選定した事業計画案につ
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企業として環境影響評価の手続期間が長くなる いては、公表する必要があると考えています。

ことは事業者負担や事業の不確実性がさらに増

すことにつながります。

以上のことから、配慮書段階での２度目の公

表について、新たに義務付けることを避けてい

ただきたい。

22 ２ 計画段階配慮書 ○法に定めのない手続きの義務化について県の No.21 ①の見解と同じ。

手続の創設 見解を示すべき。

（同様の趣旨の意見を含め合計３件）

(6) ①法で定めていない配慮書段階での説明会を付

加する必要があるのは、何故か。県の見解をご

教示いただきたい。

(8) ②法で定めていない配慮書への意見の義務化を No.21 ②の見解と同じ。

付加する必要があるのは、何故か。県の見解を

御教示いただきたい。

(9) ③法では定めていないが配慮書段階での２度目 No.21 ③の見解と同じ。

の公表を付加する必要があるのは、何故か。県

の見解を御教示いただきたい。

23 ２ 計画段階配慮書 ○説明会の周知の方法について 配慮書や説明会の公表の方法については、条例

手続の創設 (6) 「・・・説明会の開催予定日は、」の後に、「新 施行規則を改正して定めることとしています。

聞等を通して」を追加していただきたい。 なお、現行の条例施行規則においても新聞等に

よる公表の方法を定めているところですが、今後、

環境省が定める基本的事項等や今回いただいた御

意見を踏まえ、引き続き検討します。

24 ２ 計画段階配慮書 ○関係市町村長意見は知事が取りまとめるべ 配慮書手続においては、計画策定者が関係行政

手続の創設 (8) き。 機関から地域の環境情報を収集し、当該情報に基

改正条例の骨子案において、市町村長の意見 づいた環境影響の把握及び複数案の比較等を実施

が直接事業者へ述べられることになっていま し、環境に配慮したよりよい事業計画を作成する

す。そのようになった場合、市町村長の意見と ことを目的としていることから、知事及び市町村

知事意見との不整合が生じた場合、事業者の混 長は、それぞれの立場から計画策定者に対して意

乱を招くことを懸念しております。 見を述べることが適切と考えています。

以上のことから、方法書・準備書段階と同様

に市町村長の意見については、知事が環境の保

全の見地からの意見を市町村長に求められたの

ちに、知事がその意見を勘案する仕組みが必要

であると考えております。

25 ○意見聴取手続の周知の方法について No.23 の見解と同じ。

「・・・配慮書について、」の後に「新聞等で

告知した上で、」と追加していただきたい。

26 ２ 計画段階配慮書 ○公表の方法について 複数案から選定した事業計画案について、当該

手続の創設(9) 計画策定者は、・・・公表しなければならな 事業計画案、選定の経緯、選定した理由を記載し

いこととするについて、具体的にどのようなイ た書面を公表することを想定しています。

メージか、御教示いただきたい。

27 ２ 計画段階配慮書 ○複数案の再度の選定について 配慮書手続において、計画策定者が知事、市町

手続の創設(10) 計画策定者は、複数案からの選定を再度行う 村長、住民等の意見を踏まえ、あるいは計画策定

ことができるものとするについて、具体的にど 者の内部における状況の変化等に応じて、（複数案

のようなイメージか、御教示いただきたい。 の設定も含めて）複数案からの選定を再度行うこ

とができる旨を想定しています。

28 ３ 方法書手続、準 ○方法書等の写しを配布すべき。 方法書等については、電子縦覧を義務化する考

備書手続、評価書 方法書、準備書、評価書をホームページで公 えですが、方法書等の写し（紙、DVD 等）の配布
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手続の改正（全般） 開し、公開１ヶ月前にコピー、DVD などで取 については、事業者により判断されます。

得希望者を募集し、配布していただきたい。

29 ○意見募集期間を縦覧後６ヶ月以内とすべき。 住民等意見の提出期間については、法と同様の

方法書、準備書、評価書の意見募集締切を方 期間（縦覧期間＋２週間）を設定することが適切

法書等の縦覧期間終了後６ヶ月以内として欲し と考えています。

い。

30 ○方法書への意見に対する事業者見解の公表を 方法書に対する住民や知事意見も踏まえ調査等

義務化すべき。 が実施されますが、その過程において、状況に応

方法書への意見に対する事業者の見解を準備 じ調査項目や手法が適切に見直されうるものであ

書作成前に公表することを義務づけるべきであ ることから、柔軟に対応する必要があります。こ

る。 のため、準備書作成前に事業者が個々の意見につ

いて見解を確定することは、なじまないものと考

えております。

31 ○専門家等の氏名、経歴等を公表すべき。 環境影響評価の審査は、事業者が受けた専門家

（同様の趣旨の意見を含め合計２件） 等の助言を受けて検討した結果も含めて行うこと

①事業者が専門家や有識者の知見を活用する場 になります。そのため、事業者が専門家等の助言

合は、その氏名・経歴・業績などを公表すべき を受けたときは、その内容及び当該専門家等の専

である。 門分野を明らかにするよう定めております。

②環境影響評価手続の透明性を確保するために なお、当該専門家等の所属や氏名等については、

は徹底した情報公開が必要である。事業者が専 環境影響評価法においても記載事項とされていま

門家や有識者の知見を活用する場合は、その氏 せん。当該情報の公表は、事業者において判断さ

名・経歴・業績等を公表すべきである。 れることになります。

32 ○罰則や不服申立・争訟手続を規定すべき。 ①及び②

（同様の趣旨の意見を含め合計３件） 環境影響評価手続に係る不服申立・争訟手続に

①法及び条例の精神である合意形成を著しく阻 ついては、平成 22 年２月 22 日付けの中央環境審

害する行為に対する罰則規定や、環境影響評価 議会からの答申「今後の環境影響評価制度の在り

手続に係わる不服申立・争訟手続は、国際的潮 方について」において、国際的な状況を踏まえれ

流も踏まえ、早急に確立すべきである。 ば、「環境影響評価手続における訴訟手続の取扱に

②法及び条例の精神である合意形成を著しく阻 ついても検討を進める余地がある。」としています

害する行為に対する罰則規定や、環境影響評価 が、「他制度との整合性等にも十分留意し、今後の

手続きに係わる不服申立・争訟手続は、国際的 課題として検討していくことが必要である。」とし

潮流も参考にし、早急に確立すること。 ていることから、今後の国の動向を見極めて対応

したいと思います。

③知事に答申した審議会の意見が知事意見とな ③環境影響評価制度は、事業者自らが事業の実施

った時、事業者に対し遵守させるよう罰則を設 に伴う環境影響について、環境影響評価を実施し、

けること。 情報交流を通して環境保全の観点からよりよい事

業計画を作成していくことを目的とした手続法令

であることや事業計画の是非は許認可権者等によ

って判断されるものであることなどから、同制度

における知事意見は、行政手続法上、「行政指導」

として位置づけられるものです。そのため、知事

意見の遵守に対して罰則を規定することは困難で

す。

33 ○方法書の受付を却下できる制度とすべき。 条例第５条において方法書への記載事項を定め

方法書は事業の計画が具体的になり、環境へ ており、当該事項が方法書に記載されている場合

の影響が科学的に正確に評価できる様な条件が は、行政手続法上、その受付を拒否することはで

整った段階で提出されるべきものであり、この きません。

内容を実質的に満たしていないものは方法書等 一方、環境影響評価の手続きは、事業実施前の

の文書の要件を満たしているとは考えられな ある程度、事業計画（規模、事業実施区域、その

い。従って受付そのものを却下する事ができる 他基本的諸元等）を想定できる時期であって、そ



- 8 -

参考資料１

事を明文化し、またその事について環境影響評 の変更が可能な時期に開始されます。方法書にお

価審査会や専門家等から意見を聴取する事がで いて示される事業内容は、個別の事業ごとに異な

きるものとする。 るため、どの程度の事業内容が示されるべきか明

示することは困難です。

なお、調査、予測及び評価を行うために必要と

なる程度の事業内容が示されないと判断された場

合は、その旨の意見を述べることになります。

34 ○手続のやり直しの義務化について 環境影響評価制度は、手続きの過程で環境の保

（同様の趣旨の意見を含め合計２件） 全の観点からよいよい事業計画を作り上げていく

①調査、予測及び評価の手法等について、計画 ことを目的としており、手続きの過程で事業内容

の変更について事業者側の自由度が高すぎる現 がある程度修正されることを前提としています。

行の制度を改め、事業の規模や位置などの要件 しかしながら、後から環境保全上の問題が大き

のみならず、環境への影響が懸念される事項の い事業案に変更することを認めることは、制度の

変更については全て調査段階からのやり直しを 意義を著しく損なうことになるため、このような

義務化することにより、「後出し」によって住 場合について、手続きの再実施を義務づけていま

民からの反対意見からの抜け道となる事を防ぐ す。

手だてを新たに講じること。 なお、配慮書手続を設けることで事業者の早期

②建設条件、例えば建設面積や機能、数量等に 段階からの環境配慮につながるものと考えていま

変更がある場合は、調査、書類作成をやり直す す。

こと。

35 ３ 方法書手続、準 ○方法書の縦覧場所を提供すべき。 総務省の資料によると県内全ての市町村で高速

備書手続、評価書 未だインターネット環境の整っていない場合 インターネットサービスが提供されており、世帯

手続の改正(3) も多いことから、公告縦覧の場所や時間を幅広 普及率は約 45 ％となっています（平成 22 年 12 月

く提供すべきである。現在は、役所等の開庁時 末現在）。インターネットでの公表方法を追加する

間に限られ、コピーも不可のため、住民等が利 ことにより、方法書等へのアクセスが行いやすく

用しにくい状況がある。 なると考えています。

なお、条例施行規則において、縦覧に供する場

所は「できる限り縦覧する者の参集の便を考慮し

て定めるものとする。」としており、役所等に限定

しているものではありません。

36 ３ 方法書手続、準 ○説明会の基準を設けるべき。 よりよい説明会の在り方等について、御意見や

備書手続、評価書 説明会は、事業者の単なるアリバイ作りや一 他府県の状況も参考にしながら、今後、検討しま

手続の改正(4) 方的な説明に終わることのないよう、十分なコ す。

ミュニケーションの場となるような基準を設け

るべきである。

37 その他 ○条例改正の手続きについて、意見募集をすべ ①,②及び③

き。（同様の趣旨の意見を含め合計４件） 今回のパブリックコメント及び沖縄県環境審議

①「条例施行規則」、「技術指針」等、条例改正 会からの答申を勘案して、今後、改正条例案を作

に伴う諸手続きについても、住民等の意見募集 成することになりますが、同条例案は県議会にお

の期間を設けることは必須条件である。 いて審議されることになります。

②「改正条例案」についてのパブリックコメン なお、今後の条例の改正に伴う諸手続きの進め

トを「改正の流れ」の中できちんと位置づけ、 方について、御意見や他府県の状況も参考にしな

明記し、募集し、反映していただきたい。「条 がら検討します。

例施行規則」、「技術指針」についても住民意見

募集の機会、できればパブリックコメントだけ

でなく、双方向のコミュニケーションの場を設

けることが必要である。この「骨子案」へのパ

ブリックコメントのみで、条例改正全体の住民

意見を聴取したことにはしないでいただきた

い。
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③条例等の改正案についても、事業者等の意見

を勘案していただきたいため、今回同様に意見

募集を行っていただきたい。

④条例の改正には、まず条例が現在抱えている ④条例の改正に当たっては、沖縄県環境審議会に

問題をきちんと整理・検証することが必要であ 諮問し、今回提出された御意見も踏まえて審議し

り、それが今回の改正に反映されることが最優 ていただくことにしています。

先されるべきだと考えることから、別途意見募

集を行うべきである。

38 ○適用除外等の事業に米軍基地を含めるべきで 今般の改正法において新たに設けられた第 52 条

ない。（同様の趣旨の意見を含め合計２件） 第３項の「適用除外等」について、現在のところ、

①法第 52 条第３項（適用除外等）に対応した 改正条例に同様の条項を設けることは検討してい

条項を条例で規定した場合、当該規定による適 ませんが、今後定められる政令の規定等を見極め

用除外事業に米軍基地を含めないでいただきた て判断することとしています。

い。

②法第 52 条第３項（適用除外等）に対応する

形で、条例においても適用除外の拡大を可能に

する条項が今後設置されるものと考えられる。

適用除外事業に米軍基地や自衛隊基地を含めて

はいけない。

39 ○審査会の運営について 御意見中の「審議会」が沖縄県環境影響評価審

審議会には、一般から推薦する参考人から意 査会（以下「審査会」という。）だと判断し、見解

見を聴取し、公開審議にすること。また、傍聴 を述べさせていただきます。

者からの意見も１時間ほど時間をとって聞くこ 審査会は、審査のため必要があると認められる

と。 場合は、専門家や事業者、その他関係者から意見

又は説明を聴くことができる規定があり、同規定

に基づいて、必要に応じ、意見聴取を行っていま

す。

なお、審査会に対しては、審査に当たり、住民

等からの意見も提供しているため、傍聴者から意

見を聴取することは考えておりません。

40 ○関連法令等との関係を明記すべき。 関連する法令との関係については、条例におい

骨子案では、ここ 10 年の間に策定・施行さ て定めるものではないため、骨子案では示してい

れてきた或いは現在策定されている関連制度へ ませんが、平成 23 年７月 28 日に策定された「新

の言及がない。「沖縄２１世紀ビジョン基本計 たな計画の基本的考え方－ 21 世紀ビジョン基本計

画」や「生物多様性基本法」、「生物多様性地域 画（素案）ー」において、環境影響評価制度の見

戦略」との関連性や整合性について明記して頂 直し等が位置づけられています。また、生物多様

きたい。また、縦割りを超え、自然保護課など 生基本法第 25 条において、事業計画の立案の段階

他部署との連携も含め、条例改正に当たっても 等での生物の多様性に係る環境影響評価の推進が

らいたい。 位置づけられたことも踏まえ、配慮書手続を新設

することとしています。

なお、条例改正に当たっては、自然保護課をは

じめとする関係部署と連携しながら進めています。

41 ○公聴会制度を規定すべき。 No.36 の見解と同じ。

これまでの説明会が、事業者の計画を一方的

に説明する場になっていて、住民の意見による

計画の変更の余地がほとんどない様な形である

のを改め、計画の初期段階から事業実施そのも

のの可否からゼロベースで検討できる公聴会を

実施すべき事を条例に盛り込むこと。

42 ○規模のみで対象事業を判断すべきではない。 環境影響評価制度は、その結果を許認可等の審
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実質的に一連の道路であるかどうかを環境影 査に反映する仕組みとしていることから、許認可

響評価の観点から科学的に判断し、単に個別の 等の対象となる要件でもって、対象事業の種類と

道路計画の幅員や長さのみで形式的に判断はし 規模を定めています。条例の対象となるか否かに

ない形の運用とすること。また、その事を実質 ついては、当該事業種と規模要件に該当するか否

的に担保出来るように条例及び技術指針で必要 かから判断することになります。

な改正、改定を行うこと。 なお、御意見を踏まえ、今後も適切に対応しま

す。

43 ○施設供用後における変更も環境影響評価の対 現行条例において、施設供用後に環境影響の変

象とすべき。 更が想定される場合は、環境影響評価を行うこと

施設の運用開始後であっても航空機などの機 となっています。また、事業内容を修正する場合

種の変更等、環境影響の変更が予想される場合 であって、手続きの再実施が必要ない場合であっ

には、その事についても環境影響評価の対象と ても、当該修正に係る環境影響評価を行うことと

するように改めること。 なっています。

なお、滑走路長の延長を伴う飛行場及びその施

設の変更の事業等、運用開始後において施設等を

変更する事業についても、条例に基づく環境影響

評価手続の対象としています。

44 ○火力発電所リプレースのアセス手続を簡略化 環境省が設置した技術検討委員会が、御指摘の

すべき。（同様の趣旨の意見を含め合計２件） 技術的提案を行ったことは承知しています。

①環境省は、環境影響評価に要する期間の短縮 当該提案を受けた環境省における法改正等の対

が可能となるような手続きの合理化を行うこと 応状況を踏まえ、今後検討します。

を目的に、平成 23 年３月に「火力発電所リプ

レースに係る環境影響評価手続合理化に関する

技術的提案」を作成していることから、「火力

発電所リプレースに係る環境影響評価手続合理

化に関する技術的提案」の考え方を改正条例に

反映していただきたい。

②今回の法及び条例の改正で、配慮書手続が新

設されたことにより、環境負荷が現状よりも低

減するような火力発電所リプレースにおいて

も、全体のアセス期間は現状と変わらず、迅速

化に繋がらない可能性もあります。以上のこと

から、環境負荷が現状よりも低減するような火

力発電所のリプレースについては、計画段階配

慮書手続も合理化できるようご検討いただきた

い。

45 ○パブリックコメントの資料について 解釈の違いは特にありません。

資料４「2 － 1 計画段階配慮書の手続き創

設」の中で使用している赤色の実線枠および赤

色の点線枠、資料５「条例改正後の手続きフロ

ー案」の中で使用している実線枠および点線枠

について、どのような解釈の違いがあるのか、

ご教示いただきたい。

46 ○条項の追加について ①御提案は、米国家環境政策法（NEPA）と同様

（同様の趣旨の意見を含め合計４件） に、環境に影響を及ぼすおそれのある活動の全て

①条例第２条第１項に規定されている「環境影 を対象とし、それについて詳細な環境影響評価を

響評価」の対象に「著しい環境影響を引き起こ 実施するか否かの判定を行う手続きの導入につい

すおそれのある活動（「活動」とは、同条第２ てのものと理解します。

項の「対象事業」に加えて、政府の許認可又は しかし、現行法においては、環境影響評価の対

資金拠出を必要とする活動をいう）が及ぼす影 象とする行為を「土地の形状の変更、工作物の新
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響」を追加を提案します。 設等のいわば土木工事又は建設工事」として捉え

ていることや、現に「規模が大きく環境影響の程

度が著しいものとなるおそれがある事業」が対象

事業として定められていることから、現状におい

て条例に規定することは適切ではないと考えてい

ます。

②条例第２条に次の内容の追加を提案します。 ②「著しい環境影響」の捉え方は、事業特性や地

この条例において「著しい環境影響」とは、 域特性によって異なるものであり、一概に定義づ

「環境基準を超えるリスク、保護された種が回 けすることは困難であると考えています。

復する可能性が減少することに限らず他の影響 また、法において環境影響評価手続の対象を「土

を含み、長期にわたって文化財への地域住民の 地の形状の変更、工作物の新設等のいわば土木工

アクセスを減少させたり、或いはその文化財に 事又は建設工事」として捉えていることから、「政

影響を与えうるものや、安全計画や緊急計画に 府」についての定義づけも必要ないものと考えて

新たな課題を課すもの」をいう。 います。

この条例において「政府」とは、沖縄県にお

ける活動に拠出又は、許認可を与える国、沖縄

県、地方自治体、或いは外国の関係機関の立法

府及び行政府をいう。

③条例の第３章準備書の作成前の手続の第１節 ③及び④

方法書の作成等の前に次の節、条の挿入を提案 上記①と同じ

します。

第１節 「著しい環境影響を引き起こすおそ

れのある活動」に係る判定

第５条 第２条第２項別表に規定されていな

いが、第２条第２項の「対象事業」の目的に含

まれる活動と同程度に陸域や海域において活動

を実施しようとする者（の長、委託に係る事業

にあってはその委託をしようとする者。事業者。

以下同じ。）は、沖縄県環境生活部の長に書面

で届け出なければならない。

④条例の第３章準備書の作成前の手続の第１節

方法書の作成等の前に次の条の挿入を提案しま

す。

第５条

２ 沖縄県環境生活部の長は、規則で定められ

た期間内で、前項によって届け出られた活動が、

著しい環境影響を引き起こすおそれがあるかど

うかを判定し、その結果と理由を事業者に通知

しなければならない。沖縄県環境生活部の長は、

当該判定のために必要な場合には事業者に環境

調査を求めることができる。


